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日本共産党野洲市委員会 
２００9 年１月 18 日 №１６７ 
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１. 厚生労働省の通達（２００８年１２月９日）の立場に立って、市

として市内企業の雇用実態を緊急に調査されること。派遣労働者

と期間工等の「雇い止め」「解雇」を中止するよう関係企業に強く

求められること。 

２. 市に雇用と営業に関する特別の相談窓口を設置されること。市の

臨時職員としての直接雇用や公的団体に臨時就労の場を提供して

もらうなどの緊急措置を講じるなど、雇用対策事業を行い自立の

ための援助をされること。 

３. 派遣切りやリストラなどで失業し住居を失った市民には、市営住

宅の活用など、住宅困窮者への対策を講じられること。 

４. 中小業者救済のためのセーフティ・ネット保障・緊急融資は、税

金を滞納していても納税相談中の市民は申し込めるようにするこ

と。信用保証協会保証料について市補助制度を実施されること。 

５. 小規模公共工事発注制度をつくり、市内業者に仕事が回るように

されること。住宅リフォーム補助制度を実施されること。 

６. 市内企業に下請け企業への受注の中止や単価の引き下げを行なわ

ないよう要請されること。市の制度融資を中小業者が活用できる

ように金融機関を指導するとともに、「貸し渋り・貸しはがし」を

しないよう指導されること。 

７. 生活保護や就学援助の申請については、親身に相談に乗るととも

に、すみやかな受給手続きをされること。また、生活保護制度や

国保税や保育料などの税・公共料金の減免制度・就学援助制度な

どの内容や活用方法を周知されること。 

８. 緊急生活資金の貸し付けが迅速にできるよう社会福祉協議会との

連携を強められること。 

９. 国に対して、実効性のある「緊急雇用対策」の実施や１９９９年

の法改悪以前の内容に戻す「労働者派遣法の抜本改正」の早期成

立を強く求められること。 
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融
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世論調査で、麻生内閣の支持率が軒並み２割を

割り込みました。内閣が発足時点の支持率は５割で
したが、雇用対策の無策、定額給付金の迷走、消費

税増税宣言などにより、連続して減り続けています。 
 
一方、「究極の選挙目当て」で公明党が主張して

いる「定額給付金」は７～８割が、「雇用や福祉に回
すべき」と反対しています。 
 
今年は衆院選。秋には市議選があります。日本共

産党は、自公政治から、国民の暮らしと平和を守る

政治の実現へ全力でがんばります。 

 

川尻副市長らに申し入れる日本共産党市議団（１４日） 


